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まえがき 
 
平成 17 年 9月の中央防災会議において「首都直下地震対策大綱」が決定され、首都中枢

機関が機能継続性を確保するための計画として事業継続計画（ＢＣＰ：Business Continuity 

Plan）を策定する必要性が盛り込まれました。また、平成 18年 4 月には「首都直下地震応

急対策活動要領」が決定され、政府や行政機関等が効率的な連携をとって迅速かつ的確な

応急対策活動を実施するため、地震災害発生時に、各機関が行うべき応急対策活動が定め

られ、業務継続計画1の策定が施策として位置づけられました。 

このような背景から、内閣府は、業務継続計画を作成する際の作業を支援することを目

的とし、その計画に盛り込む内容や計画策定手法等についてまとめた「中央省庁業務継続

ガイドライン」を平成 19 年 6 月に策定し、各省庁はこれに基づき自省庁の業務継続計画を

作成することとされました。 

業務継続が確実に行われるためには、業務を行う場である官庁施設が発災時においても

有効に機能しなければなりません。そこで、地震災害発生時の建物の耐震性能・設備機能

の確保、ＢＣＰ策定方法等について精通している有識者を集め、施設に要求される機能を

的確に把握し、業務継続を考慮した施設の機能確保に関する検討を行うことを目的として

「業務継続計画を踏まえた官庁施設の機能確保に関する研究会」が設置されました。 
研究会での検討成果である本指針は、基本的な対象事象を「首都直下地震」とし、発災

時において中央省庁の官庁施設に求められる機能を定め、それを満たすための具体的手法

として、発災直後の建築構造体の点検体制及び手順、その後の施設機能の点検体制、復旧

手順等を記載した「発災時における施設機能確保のための運用計画」や、業務継続力を向

上させるため、施設機能の現状、改修時期、費用等を記載した「業務継続を考慮した施設

機能確保のための整備計画」の作成方法を示すことにより、業務継続の確実な実施に資す

ることを目的として作成されています。 

発災時の施設機能を確保するためには、各省庁の施設管理者が、施設に要求される機能

を的確に把握し、業務継続計画の策定及び見直しに主体的に参画することが必要です。 

本指針が各省庁の施設管理者の手引書として有効に活用されることを願っております。 

 
業務継続計画を踏まえた官庁施設の機能確保に関する研究会 

座 長   寺 本 隆 幸 
 

                                                   
1 和名の「事業継続計画」と「業務継続計画」の使い分けについては、企業等の場合には多数の「業務」が相互に連携

しながら実施され、全体として一つの「事業」を構成するということが多いのに対して、官公庁の場合には業務の総

体を「事業」と呼ぶことも一般的ではないことから、「業務継続」という呼称の方が馴染みやすいものと考えられる。

そのため「中央省庁業務継続ガイドライン」においては、「業務継続計画」という呼称を用いることとしている。 
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